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第17次連邦下院選挙と
第 2次モディ政権の成立
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概　　況
　第17次連邦下院選挙でナレンドラ・モディ首相率いるインド人民党（BJP）が圧
勝し，BJP 中心の国民民主連合（NDA）政権が発足した。第 ₂ 次モディ政権は議
会での絶対多数を背景にジャンムー・カシミール（JK）州の特別な自治権の廃止
など BJP 本来のヒンドゥー民族主義政策を進めている。しかしムスリムに対し
て差別的な市民権改正法は市民からの反発が強く，年度後半の州議会選挙では
BJP の後退が目立ち，不安定性を内包しつつの政策運営である。
　経済に関しては，失速が明らかになった 1 年である。株式市場は好況であるも
のの，製造業の停滞と金融業の不良債権問題などの要因により内需が伸びておら
ず，失業率も高水準である。さらに年末にかけてはインフレ率も高まり，2024年
までに GDP を ₅ 兆ドルに引き上げるという政権の掲げる目標は遠くなった。
　対外関係では JK 州のテロとパキスタンとの軍事衝突，さらには JK 州の特別
な自治権の剥奪でパキスタンとの関係が決定的に悪化した。中国，アメリカとは，
問題を抱えているものの比較的安定した関係を維持している。

国 内 政 治

第17次連邦下院選挙と第 2次モディ政権の成立
　第17回連邦下院選挙が ₄ 月11日から ₇ 回に分けて実施された。 ₅ 月23日に開票
され BJP のモディ首相率いる NDA が大勝した（表 1 ）。第 1 次モディ政権では経
済成長で一定の成果を上げたが，発展の成果が行き渡らない農村の不満から農民
の示威運動がしばしば起こった。一方，ヒンドゥー民族主義を掲げる BJP 政権
が成立したことを背景にヒンドゥー民族主義団体などの活動が活発化し，非ヒン
ドゥー教徒少数派への暴力事件が発生した。世論調査では2019年 ₂ 月まではモ
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ディ政権の人気は漸減傾向にあった。しかし結局2014年選挙以上の BJP 大勝と
なった。その要因はいくつか考えられる。
　まず，モディ政権は選挙前に農民の不満を和らげるための政策を重点的に実施
した。農村開発関連事業の促進に加えて，2018年 ₉ 月には農産物を政府が買い上
げる時の最低支持価格を生産コストの1.5倍とする決定を行い生産者の歓心を買っ
た。2019年 ₂ 月 1 日に発表された予算案（新政権成立までの暫定予算）では雇用事
業重視とともに，農村低所得層への支援が強化され， ₂ ヘクタール以下の農地し
かもたない農民世帯へ年間6000ルピーを所得移転する「首相の農民」事業が盛り
込まれた。一方，政府は 1 月12日に連邦の行政，教育機関の一般採用枠の10％を

「経済的弱者層」に留保する憲法改正案を成立させ，これまで留保制度の恩恵に
あずかることができなかった中・高カーストの経済的弱者層への配慮を示した。

表 1　第17次連邦下院選挙結果
2014年

選挙議席 543
投票率 66.3％

2019年1）

選挙議席 5422）

投票率 67.1％
政党 得票率（％） 獲得議席 得票率（％） 獲得議席 所属連合

インド人民党（BJP） 31.0 282 37.5 303 NDA
会議派 19.3 44 19.6 52 UPA
ドラヴィダ進歩連盟（DMK） 1.7 0 2.3 23 UPA
全インド草の根会議派 3.7 34 4.1 22 その他
青年・労働・農民会議派

（YSR 会議派） 2.6 9 2.5 22 その他

シヴ・セーナー（SHS） 1.8 18 2.1 18 NDA3）

ジャナター・ダル（統一派） 1.0 2 1.5 16 NDA
ビジュー・ジャナター・ダル

（BJD） 1.7 20 1.7 12 その他

大衆社会党 4.1 0 3.6 10 その他
テーランガーナー州評議会 1.2 11 1.3 9 その他
人民の力党 0.4 6 0.5 6 NDA
ナ シ ョ ナ リ ス ト 会 議 派 党

（NCP） 1.6 6 1.4 5 UPA

社会主義党 3.3 5 2.6 5 その他
インド共産党（マルクス主義） 3.3 9 1.8 3 その他
ジャンムー・カシミール民族協
議会 0.07 0 0.04 3 その他

テルグー・デーサム党（TDP） 2.5 16 2 3 その他
（注）　 1 ）2019年の選挙で ₃ 議席以上獲得した政党のみ。 ₂ ）タミル・ナードゥ州 Vellore 選挙区

の選挙は ₈ 月 ₅ 日に行われ DMK が勝利したが，この表の計算には入っていない。 ₃ ）SHS
は2019年11月に NDA から離脱。

（出所）　インド選挙委員会データ（https://eci.gov.in/）より。表 ₂ ，表 ₃ ，表 ₄ も同じ。



466

第17次連邦下院選挙と第 2 次モディ政権の成立

　ほかの大きな要因としてモディ首相の根強い人気と BJP の動員力があげられ
る。2018年11月中旬から12月初めにかけて行われたチャッティースガル，マディ
ヤ・プラデーシュ，ラージャスターンの州議会選挙で BJP は敗北し州政権を失っ
た。その雪辱を期すために BJP および密接な関係にある民族奉仕団（RSS）は積極
的な動員を行った。また経済改革を推進する BJP には経済界から豊富な資金が
流入した。加えて2019年 ₂ 月14日のカシミールでの自爆テロと同月26日のパキス
タンへの報復軍事行動（後述）がナショナリスティックな反応を引き起こしたこと
が重要である。各種世論調査からみてもこの事件を境にモディ政権の支持率は上
昇に転じている。
　一方，国民会議派（会議派）を中心として野党が十分な共闘態勢を組めなかった
ことも勝敗を左右した。会議派は自身が主導する統一進歩連合（UPA）以外の有力
政党との選挙協力をうまく組めなかった。₃ 月にはウッタル・プラデーシュ（UP）
州で大衆社会党や社会主義党と，デリーで庶民党と共闘することが最終的に見送
られた。会議派のラーフール・ガンディー総裁は，政権につけば最低所得保証制
度を立法すると宣言するなど貧困大衆の支持を動員しようとしたが，大衆の支持
を受けとめる幅広い連合を組めなかった。
　 ₅ 月23日の開票で BJP は得票率，議席数とも伸ばし，連邦下院で安定過半数
を確保した。24日に旧連邦下院が解散されたあと，新しい連邦下院が発足し30日
に57人の大臣からなる第 ₂ 次モディNDA 政権が樹立された。内務大臣には強硬
なヒンドゥー民族主義者とみられるアミット・シャーが就任した。一方，ラー
フール・ガンディー会議派総裁は同月24日に大敗の責任をとって辞任の意向を明
らかにし， ₇ 月 ₃ 日に辞任した。代わりにソニア・ガンディー元総裁が ₈ 月10日
に会議派暫定総裁に就任した。
　モディ政権は ₆ 月 ₅ 日に雇用・技術形成委員会を， ₆ 月15日にロジスティクス，
マーケティング，生産の強化を含む農業での構造改革をめざすハイレベル特別対
策本部を設定するなど，高い失業率に対処すべく成長と雇用に積極的に取り組む
姿勢を改めて示した。また，第 ₂ 次モディ政権は選挙での大勝を背景に，第 1 次
政権ではできなかったヒンドゥー民族主義アジェンダの実現に進むことになる。

ジャンムー・カシミール州の特別な自治権の剥奪
　連邦政府は ₈ 月 ₅ 日に憲法370条に基づいて認められていた JK 州の特別な自
治権を剥奪し，大きな衝撃を与えた。これは1954年の大統領令に代えて新しく大
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統領令を出すことで永住者に特別な権利を与える憲法第35A 条を廃止し，第370
条を無効化することで行われた。また同日，同州を JK とラダックの ₂ つの連邦
直轄領に分割する法案が連邦議会に提出され ₈ 月 ₉ 日に成立した。これらの措置
により JK 州は州独自の憲法を失い，他州と同様に連邦法が適用されることと
なった。
　JK 州を特別扱いせず他州と同じくインドに統合することは BJP の以前からの
主張であり，2019年の連邦下院選挙綱領でも憲法第370条の廃止を掲げ，アミッ
ト・シャーBJP 総裁（当時）もモディ首相が再び首相に選ばれれば第370条は廃止
するとたびたび発言していた。しかし2015年10月に JK 高等裁判所は，1957年に
解散した JK 州制憲議会の同意がなければ第370条の改変はできないと判断した。
また2018年 ₄ 月に最高裁も JK 州制憲議会が解散した以上，第370条は改変でき
ないとの判断を示した。しかし，モディ政権は JK 州制憲議会を JK 州議会と読
み替え，かつ，JK 州が大統領統治下（2018年12月以降。2019年 ₆ 月28日に ₆ カ月
延長）にあることで州議会の機能は州の知事が代行しているとして強引に上述の
大統領令を適用し，JK 州民を無視して特別な自治権を剥奪したのである。
　JK 州はパキスタンとの係争地であり，かつ，ムスリム多住地域で，1980年代
末以降，分離主義運動，自治権運動の激化により多くの犠牲者を出してきた。そ
のため今回の決定は大きな反発を引き起こすことが予想され，モディ政権は周到
かつ迅速に実行した。 ₇ 月26日に内務省は治安維持のため治安部隊100中隊を州
に追加配備することを承認し， ₈ 月 ₂ 日にはテロの脅威を理由として観光客など
を州外に退避させた。さらに ₈ 月 ₄ 日には人民民主党のメーブーバ・ムフティや
ジャンムー・カシミール民族協議会のオマール・アブドゥッラーなどカシミール
の有力な政治指導者や青年ら多数を拘束し，通信遮断，外出禁止令を適用し厳戒
態勢を敷いた。そのうえで特別な自治権の剥奪が行われた。
　今回の措置に対して大衆社会党やテルグー・デーサム党（TDP）などは理解を示
したが，会議派，インド共産党（マルクス主義）などの左翼政党，社会主義党，ド
ラヴィダ進歩連盟（DMK）などは民主主義の否定であると非難し， ₈ 月22日には
DMK 主導の抗議集会が組織された。住民レベルでは，チベット系住民が多いラ
ダック，ヒンドゥー教徒が多いジャンムー地域では今回の措置はおおむね受け入
れられたが，ムスリム多住地域のカシミール地域は反発が強く，不満は治安部隊
や警察の抑圧によって押さえられている状況である。
　一方，パキスタンは対決姿勢を強め，中国も非難を明らかにした（「対外関係」
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を参照）。国際的にもモディ政権の強権的措置に対して批判が高まり，たとえば
₉ 月 ₉ 日に国連人権理事会はカシミールでの政治家などの監禁・拘束を終了し，
通信サービスを回復するようにインドに促した。モディ政権は決定の正当性をア
ピールするため，27人の欧州議会メンバーにカシミールのスリナガルを訪問する
ことを10月28日に認め，代表団は30日に訪問した。しかし，カシミール地域での
インターネット接続など通信は依然として強い規制下にあり，要人など多数の拘
束が続いている。
　このようななかで10月31日に分割が実施され JK は議会をもつ連邦直轄領，人
口が少ないラダックは議会をもたない連邦直轄領となった。

アヨーディヤー事件判決
　最高裁によりアヨーディヤー事件関連の判決が11月 ₉ 日に言い渡され，大きな
節目となった。UP 州の東部のアヨーディヤーにあるムガル朝時代に建てられた
モスクは，元々はヒンドゥー教のラーマ神生誕地をまつる寺院を破壊して建てら
れたものであるという言説があり，このモスクをめぐり古くからヒンドゥー教徒
とムスリムの間で紛争があった。このような歴史的背景から BJP や RSS，世界
ヒンドゥー協会などは同地にラーマ寺院を建立する運動を長年続けていた。これ
ら勢力は1992年12月にモスクを破壊し，それをきっかけに宗派暴動が広がり多く
の犠牲者が出た。事件後1993年に中央政府は平和を維持するため問題の土地を接
収したが，その所有権をめぐる最終的な判決が下されたのである。
　同地の所有権は1950年代から争われてきたが，1993年以降，問題は同地のなか
でもモスク跡地2.77エーカーの所有権であった。2010年 ₉ 月に UP 州アラハバー
ド高裁はモスク跡地の ₃ 分の 1 がスンニー・ワクフ管理委員会（ムスリム寄進財
産の管理委員会）に， ₃ 分の 1 がラーマ神の御神体を代表するヒンドゥー大協会，
₃ 分の 1 がヒンドゥー教団体ニルモヒ・アカーラーに所属するという判決を出し
たが，前 ₂ 者が最高裁に控訴したため2011年 ₅ 月に最高裁は高裁判決を差し止め
た。最高裁は2019年 ₈ 月 ₆ 日から最終審理を開始し10月16日に終えた。
　判決はアヨーディヤー問題の行方を左右し場合によっては宗派対立を再燃させ
かねない。そのため11月 ₃ 日にはムスリム指導者はムスリムに冷静な対応を求め
た。モディ首相も ₆ 日には判決に備え社会の調和を維持するよう声明を出し，ま
た，アヨーディヤーに4000人の治安部隊を配置するなど厳戒態勢を敷いた。
　このようななかで最高裁は11月 ₉ 日に判決を下した。それはヒンドゥー教徒側
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の主張に沿ってラーマ神の寺院建立に道を開くものとなった。判決は中央政府に
より設立される信託団体が問題の2.77エーカーの土地に寺院を建立することを認
め，ムスリム側には1992年のモスク破壊の補償として ₅ エーカーの代替地が与え
られるべきとした。このような判決になった理由として，御神体が長年にわたり
ヒンドゥー教徒に参拝されてきたことなどヒンドゥー教徒による信仰の実態が
あったこと，それに対してムスリムは所有権を放棄したわけではないが，モスク
が立っていた土地に対してさえ排他的に権利を主張できる状態ではなかったこと
があげられた。ヒンドゥー教徒の信仰実践が継続的に行われていたことが判決の
決め手となった。
　判決に対して同日スンニー・ワクフ管理委員会は再審理を求めないことを表明
した。会議派も判決を尊重し寺院建立を認める声明を発表した。インド連邦ムス
リム連盟も不満を表明しつつも判決は尊重すると表明した。

市民権改正法と市民の反発
　モディ政権のヒンドゥー民族主義の姿勢が改めて顕著になったのが1955年市民
権法の改正であった。市民権（改正）法案は第 1 次モディ政権の2016年に提出され
たが反発が強く，同時に審議されていたムスリム女性（結婚における権利の保護）
法案（夫が一方的に妻を離婚できるとされる「トリプル・タラーク」禁止が盛り
込まれた法案）とともに，2019年 ₂ 月13日には廃案になった。後者については第
₂ 次モディ政権は再度立法を試み， ₈ 月 1 日には成立した。
　市民権（改正）法案は反発が根強く改正は難しいとみられていたが，モディ政権
は同法案を再び連邦議会に提出し12月 ₉ 日に下院，11日に上院を通過させ，12日
に成立させた。これに対して会議派など主要野党は反発を強めた。
　同法はアフガニスタン，バングラデシュ，パキスタンから流入したヒンドゥー
教徒，シク教徒，ジャイナ教徒，仏教徒，パールシー，キリスト教徒難民に，
2014年12月31日以前にインドに入国し，帰化申請前に計 ₆ 年以上インドに住んで
いることを条件に市民権を与える法律である。ムスリムが除外されたのは，宗教
的少数派は迫害を受けたため難民となったが，ムスリムは迫害の対象となってい
ないからとされた。しかし，ムスリムでもシーア派やアフマディー教徒（パキス
タンではムスリムと公式には認められていない）などは迫害の対象となる可能性
があり，また，スリランカのタミル人ヒンドゥー教徒は対象とならないなど，問
題が多く指摘されムスリムはもちろん一般市民からも批判が強かった。
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　また民族のモザイクである北東部ではムスリムだけでなくほかの集団の流入も
大きな問題を起こしており，移入民が非ムスリムだとしても，彼らに市民権を与
えかねない市民権（改正）法は北東部の元々の住民にとっては感情的に受け入れが
たい。なぜなら，確かに同改正法は北東部諸州で特別な入域許可制の対象となっ
ている諸州とメガラヤ，ミゾラム，トリプラ，およびアッサムの部族民地域は対
象外としているが，住民が先住民であるのか，他地域から流入してきたとしてい
つ流入してきたのかなど，特定することが難しい。このため，結局，市民権（改
正）法は不法移民を正当化してしまうのではないかという不安があるからである。
このような理由から北東部でも，アミット・シャー内務大臣の訪問に先立って10
月 ₃ 日には北東州市民団体が同法案上程に抗議するなど，抗議運動が拡大した。
　アッサム州では北東部の他州と異なり同法が適用される地域があり，大きな問
題を引き起こす可能性があるため，とくに反対が強かった。同州は長年流入民の
問題に直面し，1980年代前半に「外国人」排斥運動で多数の犠牲者を出した背景
があり不法移民問題に敏感で，そのため国民市民登録（NRC）を実施し市民権が
認定できない住民を特定している（後述）。大きな問題は，同法の適応外となる北
東部の他地域で市民権を取得できない非ムスリムが，アッサムの非部族民地域に
移入し市民権を取得する可能性である。またアッサム州はムスリム人口が34％

（2011年人口センサス）と多いため宗教差別にも敏感である。これらの要因から同
州での反対運動は激化した。12月 ₉ 日には学生組織が48時間のゼネストを呼びか
けるなど，暴力的な反対運動が広まった。中央政府は11日には暴力化に備えて軍
をアッサム州，トリプラ州に派遣した。
　市民権（改正）法への反対運動は全国的な広がりをみせ，12月13日にはデリーで
改正に反対するジャミアミリア大学の学生・教員と警官の衝突が起こった。西ベ
ンガル州でも改正への反対運動が暴力化し，ナガランドでも学生による学校閉鎖
などが起こった。一方，BJP が政権を握る UP 州では改正反対運動が厳しく弾圧
され，12月20日までに16人が死亡した。運動が広がるなかで野党が政権を握る西
ベンガル，パンジャーブ，ケーララ，ラージャスターン，マハーラーシュトラの
各州政府は同法を実施しないとの声明を相次いで発表した。

アーンドラ・プラデーシュ州，オディシャ州，アルナーチャル・プラデーシュ
州，シッキム州の州議会選挙

　連邦下院選挙と同時期にアーンドラ・プラデーシュ（AP）州，オディシャ州，
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アルナーチャル・プラデーシュ（ArP）州，シッキム州で州議会選挙が行われ ₅ 月
23日に同時開票された（表 ₂ ）。
　AP 州では2014年以来政権の座にあった TDP 州政権は，2019年 1 月から ₂ 月に
かけて年金支給額の増額，住宅建設への支援強化，零細農や小農に対する州独自
の所得保障事業など福祉事業の拡大を発表し，また ₂ 月 ₇ 日には州の政府職や教
育機関の採用で中間的カーストのカプーに ₅ ％，先進的カーストのなかで経済的
貧困層に ₅ ％の留保を適用する法案を策定し州議会を通過させた。これらは選挙
をにらんで住民の支持獲得を目的としたものであることは明らかであった。
　しかし開票結果は Y・S・ジャーガン・モーハン・レッディー率いる青年・労
働・農民会議派（YSR 会議派）の圧勝となった。YSR 会議派は2011年に会議派か
ら分かれた政党である。州で有力なカンマ・カーストやカプー・カーストの半数
弱は TDP を支持したとみられるが，YSR 会議派は有力カーストのレッディーに
加え指定カースト（旧被差別カースト：SCs）などほかの中・下層の幅広い階層の
支持を集めたことが勝利につながった。
　ジャーガンは州首相就任に先立って， ₅ 月26日にモディ首相と会談し，2014年
に旧 AP 州が AP 州とテーランガーナー州に分割されたときに AP 州に約束され
た特別カテゴリーの地位を改めて要求した。この地位変更によって州は中央政府
から有利な条件で財政移転を受け得るからである。 ₅ 月30日にジャーガンは州首
相に就任した。新政府は TDP 政権が行ったカプー・カーストへの ₅ ％の留保措
置の見直しを ₇ 月末に発表し，また，後進地域の部族民の利益保護のため， ₉ 月
26日にヴィシャカパトナム県のボーキサイトの採掘地域を30年間 A・P・ミネラ

表 2　州議会選挙開票結果（ 5月23日）
アーンドラ・プラデーシュ州（定数175議席，投票率79.7％）

青年・労働・農民会議派（YSR 会議派）：151（50.0），テルグー・デーサム党（TDP）：23（39.2），
その他：1
オディシャ州（定数146議席，投票率72.9％）

ビジュー・ジャナター・ダル（BJD）：112（44.7），BJP：23（32.5），会議派：9（16.1），その他：2
アルナーチャル・プラデーシュ州（定数60議席，投票率73.9％）

BJP：41（50.9），ジャナター・ダル（統一派）（JD（U））：7（9.9），国家人民党（National People’s 
Party）：5（14.6），会議派：4（16.9），その他：3
シッキム州（定数32議席，投票率78.4％）

シッキム革命戦線（SKM）：17（47.0），シッキム民主戦線（SDF）：15（47.6）
（注）　政党獲得議席の後のカッコ内は得票率（％）。
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ル地域開発会社にリースする契約を無効にするなど，政策の転換を行っている。
　オディシャ州では与党のビジュー・ジャナター・ダル（BJD）が圧勝し， ₅ 月29
日にナヴィーン・パトナイクが州首相に就任した。2000年以降 ₅ 回連続の勝利で
ある。BJD 政権は比較的に効率的で腐敗も少ないとみられていることが，州民
から支持を得ている大きな理由である。加えて BJD 政権は2018年12月に小規模，
零細農への直接的所得移転である「農民の生活・所得支援事業」を打ち出すなど，
近年疲弊が目立つ農民・貧困層への対策も積極的に行った。しかし，後進的部族
民地域では開発は遅れており，過激な武装闘争が広がる要因となっている。 ₃ 月
₉ 日には禁止団体のインド共産党（毛沢東主義者）が AP 州に近いマルカンギリ県
のチトラコンダで集会を開き，近隣地域から1500を越える部族民が参加した。
　BJD 政権は経済開発を進めるためにも，中央のモディ政権とは建設的関係を
維持することを強調している。中央との関係は財政の厳しい州政府にとって重要
である。たとえば，州政府は12月 ₆ 日に，州の「農民の生活・所得支援事業」は
中央政府の「首相の農民」事業と重複することから，支援額を年 1 万ルピーから
4000ルピーに減額することを明らかにした。これにより州の財政負担は軽くなっ
た。パトナイク州首相は12月18日に NRC には反対するが，市民権改正法はイン
ド市民には影響なしとして中央政府に理解を示す姿勢を明らかにした。
　ArP 州の選挙戦では BJP，会議派とも開発を強調したが，BJP は他地域と ArP
州のコネクティビティ，治安維持に力点を置き，一方，会議派は雇用など包摂的
開発，および，紛争地域で紛争を抑制するため軍に強い権限を与える軍特別権限
法を緩和し，エスニック紛争グループと対話を試みることなどを主張した。 ₅ 月
23日の開票では与党 BJP が約 ₅ 割の得票を得て勝利し，29日にペマ・カンドゥ
が州首相に就任した。カンドゥは2016年 ₇ 月から州首相を務めているが，その間，
会議派，アルナーチャル人民党，そして2016年12月31日から BJP と政党を変え
てきた。モディ政権は北東部のコネクティビティ，開発を強調しており，カン
ドゥ政権は中央とのパイプを通じ積極的に開発を進めようとしている。
　シッキム州では1994年以来州政権についていた P・K・チャムリン率いるシッ
キム民主戦線（SDF）が敗れ，P・S・タマンに率いられて SDF から2013年に分か
れたシッキム革命戦線（SKM）が勝利した。SDF は NDA のメンバーであったが，
BJP は ₃ 月 ₈ 日に SKM と選挙協力を行うとした。これが SKM 勝利のひとつの
要因となった。タマンは ₅ 月27日に州首相に就任した。タマンは2016年12月に贈
賄で有罪判決を受け選挙に出馬できない状況が続いていたため，議員資格を持た
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ないままでの就任であった。しかし選挙委員会は2019年 ₉ 月28日にタマンの無資
格期間を ₆ 年から13カ月に減らすことを決定し，タマンは10月23日の補欠選挙で
勝利し州議会に席を得た。この選挙委員会の決定には批判が集まった。

アッサムの国民市民登録（NRC）
　アッサム州で不法移民の問題は大きな政治問題である。州では住民の市民権を
確定するため1951年に NRC がなされたが，それ以降更新されていなかった。そ
の後1980年代前半の「反外国人運動」の結果，中央政府と運動指導者との間で
1985年にアッサム合意が結ばれ，市民権の認定は1971年 ₃ 月24日以前に同州で住
み始めたかどうかが基準になった。これは市民権法の例外事項である。更新作業
は2013年から行われ，2017年12月末に更新された第 1 次ドラフトが公表されたが，
約400万人が登録されないことが明らかになった。そのため2018年12月末までに
未登録者のうち約300万人が再申請を行った。登録されない場合はインド市民権
を認められず無国籍者となる可能性もあり，大きな問題となった（『アジア動向年
報2019』参照）。
　州政府は NRC の最終版の公表に備えて，市民登録されなかった者に対する審
判を行う外国人審判所を大幅に増設した。最終版は2019年 ₈ 月31日に発表された
が，約191万人が登録から漏れる結果となった。全調査対象人口の約5.8％が市民
権を認められなかったことになる。そこにはベンガル人に加えて多くのエスニッ
ク集団が含まれた。インド・ゴルカ会議は，10万人のゴルカ人が NRC から除外
されたと批判した。登録から漏れた者は120日以内に外国人審判所に申し立てで
き，その決定に不満な者は高裁，さらには最高裁に提訴できるとされたが，登録
されない者は拘留所に収容される恐れもあり，不安が広がった。
　この結果に対して会議派は，「不注意な」NRC 実施が多くの市民から公民権を
剥奪したと政府を批判した。非登録者のなかにベンガル人が多く含まれることも
あり，西ベンガル州与党の全インド草の根会議派も批判を強めた。国際的にも批
判が上がり， ₉ 月 ₉ 日には国際連合人権理事会はカシミールの状況を批判すると
ともに，アッサムの NRC についても市民権を尊重するようにインド政府に要請
した。10月 ₅ 日に来訪したバングラデシュのシェイク・ハシナ首相も，アッサム
州の NRC 問題をとりあげモディ首相に善処を要求した。
　NRC はムスリムと非ムスリムを区別していない。それはアッサム運動で「外
国人」追放運動を行ってきた者の意向に沿う措置である。しかし，前述の市民権
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改正法では非ムスリムが市民権を獲得する可能性があり，NRC を台無しにする
ものだと，州 BJP 政権は批判にさらされている。11月20日にアミット・シャー
内務大臣は上院で，政府は NRC を全インドで実施すると説明しており，もし実
現すれば大きな混乱と対立が生じる可能性が高い。

カルナータカ州の政変
　カルナータカ州では2018年 ₅ 月に行われた州議会選挙の結果，会議派とジャナ
ター・ダル（世俗主義）（JD［S］）の連立政権が成立し州首相には JD（S）の H・D・
クマラスワミーが，副首相には会議派の G・パラメシュワラが就任した。しかし
両党の関係は不和が目立ち，州野党 BJP の揺さぶりを受け政権は不安定な状態
が続いた。2019年 ₅ 月の連邦下院選挙で同州では BJP 候補が大勝したことも，
州与党議員が BJP に鞍替えするのではないかと人々の間で憶測を強めた。
　 ₆ 月には BJP は農民の不満を背景に攻勢を強めた。10日には農民組合がベン
ガルール周辺で道路を封鎖し，州政府は開発プロジェクトを行うため農地などの
土地収用を円滑に行えるように土地収用法を改正しようとしている，として抗議
した。BJP は，13日には州政府が政府所有地を不当に安い価格でジンダル南西鉄
鋼会社に売却したこと，州政府が約束した農業ローン返済免除を満足に行ってい
ないとして非難した。
　 ₇ 月に入ると連立政権議員から離反者が現れ，連立政権は崩壊した。 1 日には
会議派議員 ₂ 人が辞職した。 1 人は上述の民間採鉱会社へ政府所有地を売却する
決定などを不満として，もう 1 人は2018年12月に州内閣から外されたことを理由
としての辞任であった。 ₆ 日には JD（S）議員 ₃ 人，会議派議員 ₉ 人が辞表を提出
した。 ₈ 日には連立政権は一旦辞職し，新内閣を発足させることで延命を図った。
しかし23日の州議会での信任投票で連立政権は敗れ退陣した。代わって BJP の
B・S・イェデュラッパが組閣を行い，26日に州首相として就任宣言を行った。
州議会議長は28日には反党籍変更法に従い会議派議員11人，JD（S）議員 ₃ 人を資
格停止とし，このようななかでイェデュラッパ BJP 政権は29日に州議会で信任
投票を乗り切った。会議派，JD（S）の離党議員は BJP に入党した。

ハリヤーナー州，マハーラーシュトラ州の州議会選挙
　ハリヤーナー州議会選挙が10月に行われた。選挙戦では BJP はモディ首相，
アミット・シャー内務大臣などが有権者に支持を訴えた。会議派は農民の困窮，
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失業など経済の低迷をとりあげ M・L・カッタル州首相率いる BJP 政権を批判し，
政権復帰した場合，農民ローンの免除，被抑圧民（ダリト）への奨学金拡大などを
行うとして支持を訴えた。2018年12月にインド国民大衆党から分離して設立され
たジャンナーヤク人民党（JJP）は，農民の利益を追求することを前面に出し選挙
戦を戦った。
　24日の開票結果では BJP は第 1 党の地位を維持した（表 ₃ ）。一方，会議派は，
インド国民大衆党が分裂したため多くの農民票が会議派にシフトしたことにより，
復調が顕著であった。BJP は JJP と連立することで政権を樹立した。27日に BJP
のカッタルを州首相，JJP の D・チョウタラを副首相とする連立政権が発足した。
　マハーラーシュトラ州の州議会選挙では与党 BJP とシヴ・セーナー（SHS）連合
の勝利が予想された。 ₅ 月の連邦下院選挙で BJP と SHS 連合は大勝し，また，
世論調査でも同連合の勝利が予想されたからである。 ₆ 月18日の州予算案では，
近年の州農業部門の低成長を底上げするため灌漑や土壌保全など農業部門への投
資，農民向けの雇用，保険，福祉事業強化に力点が置かれ，社会保障と経済成長
の予算と呼ばれ，与党連合への支持を押し上げるものとみられた。野党の会議派
やナショナリスト会議派党（NCP）から BJP に鞍替えする議員も ₇ 月以降目立っ
た。会議派と NCP は ₉ 月16日に，BJP と SHS 連合は ₉ 月30日に選挙協力を発表
した。
　10月24日に行われた開票では予測とは異なり，与党連合の後退という結果と
なった。BJP，SHS は2014年選挙から議席をそれぞれ17および ₇ 減らし，会議派，
NCP は前回から ₂ および13議席増加させた（前回はこれら主要 ₄ 政党の間で選挙
協力はなかった）。しかし BJP と SHS は両党で161議席と過半数を占め政権樹立
は容易と思われた。ところが両党の間で大臣職の配分，州首相の人選をめぐり妥
協が成立せず，組閣は難航した。10月30日に BJP 議員は D・ファドナヴィス州

表 3　州議会選挙開票結果（10月24日）
ハリヤーナー州（定数90議席，投票率67.9％）

BJP：40（36.5），会議派：31（28.1），ジャンナーヤク人民党（JJP）：10（14.8），その他：9
マハーラーシュトラ州（定数288議席，投票率61.1％）

BJP：105（25.8），シヴ・セーナー：56（16.4），ナショナリスト会議派党（NCP）：54（16.7），会
議派：44（15.9），大衆開発戦線：3（0.7），全インド統一ムスリム評議会：2（1.3），社会主義党：
2（0.2），その他：22

（注）　政党獲得議席の後のカッコ内は得票率（％）。
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首相を引き続き州首相として推したが，SHS の支持を得られず政権が成立しな
かったため，結局11月12日に大統領統治下に置かれ，中央政府の管理下に入った。
11月23日には大統領統治が解除され，BJP のファドナヴィスを州首相として
NCP のアジット・パワルが支持することで政権の就任宣誓が行われたが，パワ
ルは NCP の支持を得ていなかったため，ファドナヴィスは政権を樹立したもの
の維持できなかった。結局，SHS 党首ウッダヴ・ターカレーが NCP と会議派の
支持をとりつけ，共通最小要綱を定めたうえで28日に政権樹立に成功し，30日に
は州議会の信任もとりつけた。
　ターカレー連立政権は12月 ₂ 日には州内で高速鉄道（日本の新幹線事業）の必要
性を再検討する考えを示し，また23日には市民権改正法や NRC は州では実施し
ないと明らかにするなど，モディ政権から距離を置く姿勢を明らかにしている。

ジャールカンド州議会選挙
　ジャールカンド州では ₂ 月 ₇ 日には BJP に対抗して，会議派総裁ラーフール・
ガンディーとジャールカンド解放戦線（JMM）指導者 H・ソーレーンの間で選挙
協力が発表され，連邦下院選挙は会議派主導で，州議会選挙は JMM 主導で選挙
を行うこととなった。連邦下院選挙ではモディ首相の人気に押され，全インド的
な争点が大きく扱われたこともあり BJP が大勝した。
　しかし，12月23日に開票されたジャールカンド州議会選挙では JMM，会議派，
民族ジャナター・ダル（RJD）連合の勝利となり，BJP 政権は退陣した（表 ₄ ）。連
合が大勝した大きな理由は，前回2014年の選挙と異なり，JMM と会議派との間
で選挙協力ができたことである。加えてラグーバル・ダス州首相率いる BJP 州
政権の不人気があった。同政権は2017年に，指定部族（STs）多住地域で商業的土
地利用を容易にする小作法改正を行ったが，それは州人口の26％を占める STs の
生活を脅かしかねないものと映り STs の不満を高めた。また近年ジャールカンド
州ではヒンドゥー民族主義の高まりを背景として，過激な牛保護団体によるムス

表 4　州議会選挙開票結果（12月23日）
ジャールカンド州（定数81議席，投票率65.2％）

JMM：30（18.7），BJP：25（33.4），会議派：16（13.9），ジャールカンド開発戦線（民主主義）
（JharkhandVikasMorcha［Prajatantrik］）：3（5.5），全ジャールカンド学生連合党：2（8.1），そ
の他：5

（注）　政党獲得議席の後のカッコ内は得票率（％）。
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リムやダリトに対する攻撃がたびたび起こっていることも BJP 政権への信頼を
低下させた。 ₆ 月18日には牛を盗んだとの嫌疑からリンチでムスリム青年が死亡
し，事件に関連してジャールカンド警察は24日に ₆ 人を逮捕した。事件への抗議
は州にとどまらず，デリーなど主要都市で抗議行動につながった。
　12月29日に JMM，会議派，RJD の連合政権が誕生し JMM のソーレーンが州
首相に就任した。 （近藤）

経 済

マクロ経済の概況
　マクロ経済の概況を説明する前に，公的統計に関して2018年に顕在化した問題
が完全には払しょくされていない点について，2019年 ₄ ，₅ 月の選挙とのかかわ
りもあり，簡単に触れておく。
　第一に，基準年の変更と非組織部門の経済動向の反映について，いずれも政府
統計は，経済パフォーマンスを高く示すバイアスを孕んでいるのではないかとい
う議論が，2019年も依然として続いている。たとえば，元政府首席経済顧問アル
ビンド・スブラマニアンは ₆ 月に，2011/12年度から2016/17年度の成長率は2.5％
ポイントほども過大評価されているというレポートを発表した。
　第二に，統計に対する政府の恣意的な介入が批判されている。政府は ₅ 月に選
挙が終了するまで，労働統計に関する報告書の公表を保留し続けた。具体的には，
全国標本調査室（NSSO）の労働力サーベイ（PLFS）は， ₂ 月の時点で，2017/18年
度の失業率が ₆ ％を超えるとの報告を取りまとめていたが，政府はこれを草案で
あるとしたため，これに抗議して全国統計委員会委員長が辞任する事態となった。
政府は，選挙終了直後の ₅ 月末にこの報告書を，修正を加えずそのまま公表した。
このような政府の姿勢について内外から批判を受けたこともあり，政府は ₅ 月に，
これら重要統計の担当機関である，全国標本調査室と中央統計室（CSO）を合併し
て，全国統計室（NSO）を設置するなどの対応を行っている。しかし，11月には個
人消費支出に関するサーベイが取りまとめられているにもかかわらず，再び公表
されないという事態となっている。
　こうした注意点を念頭に置きつつ，政府公表の統計に基づき，まずマクロ経済
指標を確認する。
　経済成長率は，2018/19年度の成長率が，第 ₂ 次予測値の7.0％から第 1 次改定
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値で6.1％に引き下げられ，さらに2019/20年度の第 ₂ 次予測値は5.0％と発表され
た。すなわち，インド経済の減速が明らかになっている。
　産業部門別では，製造業と建設業の減速が鮮明であり，その成長率はそれぞれ
2018/19年度の5.7％から2019/20年度の0.9％へ，6.1％から3.0％へ後退している。
背景には，後述する信用クランチによる製造業の資金繰りの困難，また乗用車な
どへの需要減退があると考えられる。
　次に，支出別の統計を確認すると，民間最終消費支出の対前年度比での伸びが
2018/19年度11.5％から2019/20年度9.1％に鈍化しており，それ以上に投資の伸び
率が著しい落ち込みをみせ，総固定資本形成は，2018/19年度の14.5％に対し，
19/20年度は1.9％であった。総固定資本形成の GDP に占めるシェアも，29.0％か
ら27.5％に後退した。対前年度比成長率は輸出が17.3％から1.0％，輸入も19.1％
から－2.6％に縮小しており，経済活動が失速している様子を映し出している。
なお，すでに触れた公表されていない個人消費支出調査に関する報道では，
2012/13年度から2018/19年度まで個人消費は 1 人当たりでみると減少していると
の結果であり，とくに地方の需要減退が著しいと伝えられている。
　物価については，燃料・電力物価指数の伸び率は2019年下半期がほぼマイナス
圏内であったのに対し，食料卸売物価指数が下半期に高く対前年同月比10％を超
えた。この伸びにけん引される形で，消費者物価指数，卸売物価指数も上昇基調
となっている（図 1 ）。実際，11月には食糧インフレ，消費者物価指数が ₃ 年ぶり
に高水準であった。背景には，不順モンスーンの影響で，玉ねぎやジャガイモな
ど野菜類を中心に食料生産が落ち込んだことがある。
　このように，減速する経済に対して，インド準備銀行（RBI）は，政策金利を ₂
月， ₄ 月， ₆ 月， ₈ 月，10月と ₅ 度に渡って段階的に6.5％から5.15％までに引き
下げて景気の刺激を試みたが，12月にはインフレを懸念せざるをえない状況にな
り，政策金利を据え置くという判断をしている。
　為替レートについては，上半期はルピー高基調で 1 ドル68～70ルピーで推移し
ていたが， ₈ 月にはルピー安が進行し 1 ドル72ルピーまで下げた。その後，ル
ピー安は，アメリカの利下げがあった ₉ 月にいったん持ち直し，71ルピー前後で
推移している。
　国際収支は，2019/20年度上半期は，依然として経常収支は赤字であるものの，
総合収支は，赤字であった前年度から，黒字に転じている。経常収支では，貿易
収支と所得収支の赤字をサービス収支と移転収支の黒字で補いきれない状況に変
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化はなく，後述する東アジア地域包括的経済連携（RCEP）不参加の決定の背景に
も，こうした構造的な貿易赤字問題がある。周知のとおり，輸入額のおよそ ₃ 割
は原油であり，輸出品目は石油製品とダイヤモンド・宝飾品が重要であるが，い
ずれも原料は輸入である。また，その他の輸出品目では，自動車・部品，医薬品
などが重要である点も大きな変化は今のところない。輸入では，携帯電話関連，
パソコン，一般機械類の金額が増えており，とくに対中国の貿易赤字が膨らんで
いる。
　アメリカは，インド最大の輸出相手国であり，しかもおよそ240億ドル，イン
ド側の輸出超過という状況にある。アメリカは，2018年 ₃ 月に，インドに対して
も他国と同様，鉄鋼製品25％，アルミニウム製品10％の輸入関税を課し，さらに
2019年 ₆ 月にはインドに対する一般特恵関税制度の適用を終了する措置に出た。
アメリカの対インド輸入額の 1 割程度に該当する品目がこの影響を受けるとみら
れる。さらに，アメリカはインド人情報通信技術者向けビザ発給の厳格化も検討
している。具体的には，アメリカの専門技能職外国人向けビザ取得者の過半数が

（注）　前年同月比。2019年12月は暫定値。
（出所）　消費者物価指数（CPI）は Ministry of Statistics and Programme Implementation，卸売物価指

数（WPI）は Office of Economic Adviser, Ministry of Commerce and Industry のウェブサイト・デー
タより作成。

図１　物価上昇率の推移（2013～2019年）
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インド人であるが，このビザ発給の引き締めである。こうしたアメリカ側の措置
を受けて，インドは鉄鋼製品課税に対する報復措置の発動を何度も延期してきた
が，ついに2019年 ₆ 月16日にアーモンドや胡桃，リンゴなどアメリカから輸入さ
れる28品目を対象に報復関税を賦課した。
　金融収支については，経済が減速基調にあるにもかかわらず，直接投資，間接
投資の流入は堅調である。株式指標の SENSEX をみると，2019年 ₄ 月に史上初
めて39000を超えたあとは若干落ち込んでいたが， ₉ 月頃よりまた上昇し，11月
には40000を初めて突破している（図 ₂ ）。

銀行の不良債権問題と需要失速
　RBI は2019年に ₅ 回の利下げを行ったが，貸し出しはさほど刺激されず，市中
の金利も十分には下がらなかった。不良債権問題に悩む銀行は収益を優先して，
利下げ利益を借り手に還元することが難しいからである。RBI は政策金利と市中
の金利を関連付ける規制を導入する事態となっている。このように，不良債権比
率は上半期には改善傾向との報告もみられたが，依然としてインド金融界の抱え
る難題である。実際，指定商業銀行の貸出残高は前年比で好況時の20％超（2010

（出所）　Bombay Stock Exchange のウェブサイト・データより作成。

図 2　SENSEX（株式指数）
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年）から ₈ ％あまりにまで減っている。
　銀行の不良債権は，指定商業銀行による2011年以前の好況時の貸し出しが不良
債権化したものが多かったが，インフラストラクチャー・リーシング・金融サー
ビス（IL ＆ FC）の2018年 ₉ 月の債務不履行より，信用クランチに直面しているノ
ンバンクの問題も重要な比重を占めるに至っている。ノンバンクは 1 万4000社以
上あり，住宅，自動車などのローンで大きなシェアを持っていた。貸出金額は住
宅金融専門も含めると28兆ルピーを超え，商業銀行の ₃ 分の 1 以上となる。ノン
バンクは預金業務をもたないため市中で資金調達をするが，これが困難となって
おり，そのため，とくに自動車ローン，住宅ローンに対する貸し付けも大幅減少
となって，消費失速の一因となっている。なお，乗用車販売の不振の背景には，
2018年に新車購入時に義務付けられる自賠責保険の加入期間を 1 年から ₃ 年に延
長したことにより，購入者の負担が増えたこと，また2019年 ₆ 月に自賠責保険料
が引き上げられたことがあるのではないかと指摘されている。
　こうしたノンバンクの破綻問題に端を発する不良債権の増加に加え，ここにき
て，さらに「首相の零細事業者貸し付け事業」（PMMY）によるローンの一部が
不良債権化し，これが増える事態となっている。Mudra ローンと呼ばれるこの仕
組みは，担保なしで非農業活動のために貸すローンであり，モディ政権の肝入り
で2015年 ₄ 月 ₈ 日に開始されたものである。2015年度は6000億ルピーの貸し出し
のうち60億ルピー，2016年度は7200億ルピーの貸し出しのうち380億ルピー，
2017年度は9300億ルピーの貸し出しのうち730億ルピーが不良債権化していると
報じられている。
　もちろん，破産法典の施行と，全国会社法審判所により，企業の破綻処理と不
良債権圧縮の仕組みも動きはじめてはいる。たとえば，鉄鋼大手エッサールの破
綻処理が11月にようやく決着し，日本製鉄と組んだアルセロール・ミタルによる
買収計画が最高裁で承認された。これで2017年に RBI が公表した大口債務企業
12社のうち ₅ 社の処理が決まった。しかし，2019/20年度には，激しい価格競争
を背景として，国内航空第 ₂ 位の Jet Airways が破綻するなど，会社法審判所の
処理能力の強化が議論されている。

改革機運の後退，RCEP離脱，失業率
　 ₂ 期目に入ったモディ政権の経済政策に， 1 期目ほど目新しいものはない。 1
期目には，政治腐敗問題で動きが取れなくなったシン政権とは違うことを強くア
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ピールするために，「最大限のガバナンスと最小限の政府」「メイク・イン・イン
ディア」などのスローガンを掲げてプロ・ビジネスの姿勢を示し，改革を実施す
る実行力をモディがもっていることが繰り返し喧伝された。もちろん， 1 期目に
はいくつか重要な成果もある。たとえば，物品・サービス税（GST）の導入や破産
法典の施行である。こうした市場のソフト・インフラに加えて，物的インフラで
も，たとえば，州の電力公社の経営問題は依然として深刻なものの，電力の供給
状況については改善がみられる。
　 ₄ 月の選挙前までは，こうした成果や，あるいは人気取りとも思われるような
経済政策が議論された。 ₇ 月に，第 ₂ 次モディ政権成立後初めて発表された予算
の規模はおよそ27兆9000億ルピーで，前年度13.4％増，とくに農業関連で75％増
の約 1 兆5000億ルピーが振り分けられたほか，防衛費が ₃ 兆ルピーを超えた。保
険仲介業で外資100％を認め，シングル・ブランド小売業で国内調達義務の緩和
などを盛り込んだ。
　 ₈ ～ ₉ 月には，減速する経済に対して，モディ政権は景気刺激策を打ち出した。
たとえば，450万ルピー以下の物件を購入する場合の住宅ローンの金利の減免幅
を拡大するなどの住宅需要対策や，自動車では自動車登録税の引き上げの先送り
なども行った。また，法人税を35％から25％に減税することも打ち出した。経済
減速にもかかわらず資本流入が続いている背景には，この法人税減税と，アメリ
カ連邦準備銀行の利下げがあるとみられる。
　景気減退に対して，財政規律に拘泥しすぎることなく，景気刺激策を展開すべ
きだとの議論がある。政府は GST による税収，RBI の余剰金政府納付，国営企
業の政府持ち株の売却などにより，歳入の増加を図っているが，民営化といって
も実は公営銀行が株式を事実上購入しているケースがある。また，肥料，食糧補
助，灌漑，鉄道などに使われている予算外の支出が実は大きく，財政赤字比率が
₅ ％ほど低く算出されているとの試算もある。こうした問題について，会計検査
院が懸念を表明した。
　2019年 1 月の時点で，土地収用などが遅れているために開始されていないプロ
ジェクトは全国で162件あり，また，過去 ₅ 年で土地収用のコストは300％あまり
上昇している。新幹線に必要な土地の半分も収用できていない。こうしたプロ
ジェクトの遅延は，財政に悪影響を及ぼしている。
　減速する経済状況は，インドの RCEP に対する姿勢にも影響を与えた。周知の
ように，インドは大幅な関税引き下げに難色を示し，最終的に RCEP の交渉から
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11月に離脱した。RCEP 地域の国，地域に対して，インドは貿易赤字を抱えてお
り，それらの総計はインドの貿易赤字総額の50％以上を占める。また，インドが
得意とする情報通信技術の輸出も RCEP 地域においてはあまり重要ではなく，貿
易赤字をサービス輸出でカバーできない見込みであることも背景にある。工業部
門の反対だけでなく，乳業など農業セクターからの反対も相次ぎ，政治判断とし
ては離脱となった。農業，工業部門はおおむね政府判断を歓迎する声明を出して
いるが，一部の経済学者や経済団体は，長期的には RCEP に入ることが重要だと
の見解を示している。インドは，エレクトロニクス，繊維，自動車部品，履物，
玩具などで関税引き上げを行っており，WTO に提訴されるケースも多い。
　また，雇用において ₇ ～ ₈ 割，GDP の45％ほどを占める非組織部門における
景気後退の影響は深刻な可能性がある。インドでは，勤労者の約 ₈ 割が零細企業
勤務か自営業であり， ₅ 月末にようやく公表された労働力サーベイによると，
2011年と比較して，3000万もの仕事が失われている。とくに，農村の季節労働者
の働き口の減少が著しい。また，およそ1000万人の労働市場への新規参入に対し
て，大企業の雇用は55万程度である。雇用創出は依然としてインドの最重要課題
である。 （佐藤）

対 外 関 係

　対外関係ではカシミール地域をめぐってパキスタンと大きな軍事的緊張が生じ
たことが，インドの国内外の政策に大きな影響を及ぼした。インドは中国，アメ
リカとは，利害関係の食い違いはあるがおおむね安定した関係を維持している。
中国は，アメリカとの対立激化に反比例してインド重視の姿勢を明らかにしてい
る。日本との関係では，G20で大阪を訪問したモディ首相が ₆ 月27日に安倍首相
と会談を行い，また，11月30日から12月 1 日にはデリーで ₂ ＋ ₂ 対話が行われ相
互理解をさらに深めた。ロシアとの関係も良好に推移し， ₈ 月 ₅ 日の JK 州の地
位変更に際してもロシアはインドを支持した。

パキスタン：カシミールをめぐって関係が悪化
　パキスタンとの関係は， ₂ 月14日にインド側 JK 州プルワーマー県で発生した
テロ事件で大きく悪化した。パキスタンを根拠地とする「ムハンマドの軍隊」

（JeM）によるとみられる自爆テロ攻撃で，40人の中央保安警察隊隊員が死亡した。
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JeM はパキスタン政府によって2002年に形式的には禁止団体とされたが，実際に
はその勢力は温存されており，たびたびインドに攻撃を仕掛けてきていた。イン
ド政府はパキスタンを強く非難し，同国への最恵国待遇を無効化した。政府はパ
キスタンに対する厳しい世論を背景に全党会議などを開催し，政府の姿勢に対し
て野党の理解を求めた。モディ政権が軍事行動に出る可能性が懸念されたが，そ
れに対してパキスタンのイムラン・ハーン首相は ₂ 月19日にインドが懲罰的軍事
行動をとるなら報復すると強くけん制した。国連安全保障理事会は両国の緊張激
化を懸念し， ₂ 月20日の声明で自爆テロ攻撃を行った JeM を名指しで非難した。
　事態は ₂ 月26日に一挙に緊張した。同日インド空軍が報復として，JeM のキャ
ンプがあるとされるパキスタンのハイバル・パフトゥンハー州バーラーコートを
空爆したのである。インドは空爆は「非軍事的先制攻撃」作戦でテロリストへの
限定的攻撃と説明し，会議派のラーフール総裁も政府への支持を表明するなど世
論も政府を支持した。これに対してパキスタンはカシミールでの両国間の実効支
配線（LoC）を挟んで砲撃を行い，また，戦闘機を出撃させ JK 州の複数の地点を
爆撃しようとした。
　核をもつ両国の軍事衝突は国際社会に大きな衝撃を与え，緊張緩和への働きか
けが行われた。注目されるのは，両国とも事態のエスカレーションを回避すべく，
軍事衝突直後から事態収拾に向けての動きを開始したことである。 ₂ 月27日には
イムラン・ハーン首相は対話を呼びかけ，インドも同日スシマ・スワラージ外務
大臣が空爆は JeM に対するものであり，戦闘の拡大は望まないと繰り返し説明
を行った。 ₂ 月28日にはイムラン・ハーン首相は，撃墜され捕虜となったインド
空軍パイロットを解放すると発表し， ₃ 月 1 日にパイロットは解放されインドに
帰還した。また， ₅ 日にはパキスタン政府は JeM の主要メンバーを予防拘留し，
ほかのテロ関連団体も禁止団体としたと発表した。もっとも，これに対してイン
ド政府は ₃ 月 ₉ 日にパキスタンの措置は「紙上のみ」だと批判した。
　この事件で両国は国連やイスラーム協力機構（OIC）などの場で相手国を非難し
合ったが， ₄ 月から徐々に関係改善が具体的に進んだ。パキスタンは，シク教徒
巡礼者がシク教の祝賀であるバイサキーにあわせて ₄ 月12日から21日にパキスタ
ン内のシク教寺院（グルドワラ）を参拝するため，ビザを2200件発給すると ₄ 月 ₉
日に発表した。₄ 月16日にはカシミールで両国間の LoC 越えの貿易が再開された。
また ₅ 月26日にはモディ首相はイムラン・ハーン首相と電話会談を行った。 ₅ 月
30日の第 ₂ 次モディ政権の就任式ではイムラン・ハーン首相は招待されなかった
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ものの， ₆ 月14日にはキルギス共和国のビシュケクで開かれた上海協力機構
（SCO）でモディ首相とイムラン・ハーン首相は挨拶を交換した。また ₆ 月26日に
インドは2021年から2022年の間，国連安全保障理事会の非常任理事国に選出され
たが，パキスタンと中国も動議を支持した。
　しかし，緊張緩和の方向性は ₈ 月 ₅ 日のアミット・シャー内務大臣の発表によ
り，JK 州の特別な自治権が剥奪されることが明らかになったことで逆転した。
翌 ₆ 日にイムラン・ハーン首相はインドの決定を強く非難した。中国はインドの
措置を批判したが，同時にパキスタンにも自制を求めた。 ₇ 日にはパキスタンは
インドの高等弁務官を追放し，二国間貿易も再び停止した。アメリカ政府は印パ
両国の直接対話を提案し，両国に自制を求めた。国連も ₉ 日に事務総長が，17日
に安全保障理事会が両国に自制を求めた。
　このような国際社会の働きかけもあり，軍事的緊張がエスカレートする事態に
は至らなかったが，両国の関係は冷え切った。 ₉ 月26日に開かれた南アジア地域
協力連合（SAARC）外務大臣会合では，両国は互いのステートメントをボイコッ
トした。両国は，国境に近接するパキスタンのカルタールプルにあるグルドワラ
にインドのシク教徒がビザなしで巡礼できるようにインドとカルタールプルを結
ぶ回廊を設置する合意（ ₅ 年間有効）に10月24日に署名するなど，一定の関係は維
持しているが本格的な関係改善にはほど遠い。

中国：緊張を内包しつつもさらなる関係改善を模索
　インドにとって中国の「一帯一路」構想への警戒感は拭えないが，2019年の両
国関係は両国支配地域の境界（LAC）をめぐる小競り合い，インド側 JK 州の特別
な地位の剥奪への中国の抗議などはあったものの，おおむね平静に推移した。中
国はアメリカ・トランプ政権への対抗もあり，インドとの関係維持は重視せざる
を得ない。
　インドが ₂ 月26日に行ったパキスタンのバーラーコートへの空爆に対しても，
中国は必ずしも強い批判はせず， ₃ 月 1 日のパキスタンによるインド空軍パイ
ロットの釈放を歓迎し，プルワーマーのテロ事件の共同調査を印パ両国に呼びか
けている。またこれまで中国はパキスタンの意を受けて，国連安全保障理事会小
委員会（1267委員会）で JeM の指導者マスウード・アズハルを指定テロリストと
して指定することを拒否してきたが， ₅ 月 1 日は拒否せず，指定が認められた。
₆ 月10日には，2017年 ₆ 月のブータン，インド，中国が接するドークラーム高地
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での対立以降初めて，中国共産党代表団がデリーの BJP 本部を訪問した。
　 ₈ 月の JK 州の特別な自治権の剥奪に際して，パキスタンは中国に対してイン
ド非難に同調するよう要請したものの，中国の批判は主にラダックを連邦直轄に
したことに向けられ，カシミール問題については印パ二国間での解決を要請する
にとどまった。 ₈ 月12日に北京を訪問した外務大臣 S・ジャイシャンカルは
LAC の変更はないと中国に説明した。 ₉ 月12日にインドと中国の兵士がラダッ
ク東部で小競り合いを起こしたが，双方の現地指揮官レベルの話し合いで収まっ
ている。
　10月11，12日には習近平国家主席が第 ₂ 回の「非公式首脳会議」のためタミ
ル・ナードゥ州チェンナイ近くのママッラプラムを来訪し，モディ首相と会談を
行った。会談で両国は多国間交渉の場で協力を深めること，ハイレベルの経済貿
易対話の場を設けることなどを合意した。10月16日に習主席は中国，インド，パ
キスタンの ₃ 国間の連帯強化の重要性を強調した。また11月 ₄ 日のバンコクでの
RCEP 首脳会合で，モディ首相は RCEP 交渉からの離脱を表明したが，それに対
して中国はインドが RCEP へ参加するためのドアは閉じられていないと融和的な
姿勢を示した。12月21日に両国はデリーで第22回国境協議を開催した。

アメリカ：貿易面での対立にもかかわらず密接な関係を維持
　インドとアメリカは関係深化という点では大まかな方向性は一致しているが，
具体的な政策では食い違いが目立ち，アメリカからのイラン制裁に同調するよう
求める要求，貿易赤字解消を求める圧力にインドは苦慮した。
　アメリカは経済制裁としてイラン産原油の禁輸を関連諸国に求めてきたが，
2018年11月にインドはその例外とされた。しかし2019年 ₅ 月23日には，アメリカ
の圧力でインドはイラン産原油の輸入を完全に停止したことが明らかになった。
₉ 月10日にインド駐在のイラン大使は，制裁に同調してイラン産原油の輸入をや
めるというインドの決定は両国間の将来を傷つけると発言し，インドをけん制し
た。
　一方，トランプ政権がかねてより不満を表明している貿易赤字の解消について
もインドは対応に苦慮した。アメリカは ₆ 月 ₅ 日に，インド市場がアメリカに対
して平等で合理的なアクセスを認めていないとして，途上国からの特定の輸入品
を無関税とする一般特恵関税制度（GSP）の適用を打ち切った。これに対してイン
ドは ₆ 月16日，アメリカからの果物など輸入品に対する関税を引き上げた（「経
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済」参照）。事実上の報復関税と見られる。 ₆ 月26日に来訪したマイク・ポンペ
オ国務長官とジャイシャンカル外務大臣およびモディ首相との会談，また，大阪
で開かれた G20サミットで ₆ 月28日に行われたトランプ大統領とモディ首相との
会談でも対立は解消しなかった。ちなみに G20ではトランプ大統領，安倍首相を
交えた ₃ 者会談も行われ， ₃ 国の関係強化，自由で開かれたインド・太平洋構想
などについて意見交換が行われた。
　インドが ₈ 月 ₅ 日に JK 州の特別な自治権を剥奪したことで印パ対立が再び激
化したが，トランプ大統領はインドを批判しなかった。しかしトランプ大統領が
両国の関係改善を仲介しようとしたことはモディ政権をいらだたせた。
　以上のように両国間には利害関係の食い違いはあるが，一方では，戦略的には
密接な関係が維持されている。 ₅ 月 ₃ 日から ₉ 日にはインド海軍は南シナ海で日
本，フィリピン，アメリカの艦艇と共同訓練を行った。 ₉ 月26日から10月 ₄ 日に
はインドは日本，アメリカ海軍との海上合同訓練マラバールを日本近海で行った。
兵器体系の近代化のためにもインドはアメリカの協力を必要としている。たとえ
ば，防衛装備品調達委員会は11月28日にアメリカの長距離偵察機 P-8I の購入を
承認した。 （近藤）

2020年の課題
　国内政治では，モディ政権は BJP のヒンドゥー民族主義アジェンダを強引に
遂行しているが，その過程で市民権改正法への反発など大きな混乱を引き起こし
ている。ヒンドゥー民族主義は党是であり簡単に政策転換はできないが，景気後
退と相まって社会的な混乱を拡大する可能性があり，どのような政策をとるか注
目される。
　経済については，短期的には，投資の減退と，不良債権問題などに対して有効
な手を打てるか，中長期的には質のよい雇用を生む産業構造の転換が進むのかが
重要なポイントである。
　対外関係で最大の課題はパキスタンとの関係改善であるが，JK 州におけるテ
ロを契機とした軍事衝突，モディ政権による特別な自治権の剥奪は関係改善の可
能性を著しく低めている。当面は，民間交流などの積み重ねによって地道に信頼
関係の改善をはかっていくことが必要となろう。

（近藤：地域研究センター）
（佐藤：南山大学総合政策学部教授）



488

1 月 7 日 ▼アッサム州でアソム人民会議，市
民権法の改正をめぐり，インド人民党（BJP）
と対立。州政権から離脱決定。
12日 ▼連邦政府の行政，教育機関の一般採

用枠の10％を「経済的弱者層」に留保する憲
法改正案成立。
14日 ▼デリー警察，2016年に当時のネルー

大学（JNU）学生のカンハイア・クマールなど
₃ 人が「反インド」を扇動したとして告発。
28日 ▼会議派総裁ラーフール・ガンディー，

連邦下院選挙で勝てば最低所得保証制度を立
法と宣言。

▼全国標本調査室（NSSO）が取りまとめた
2017/18年度の労働力サーベイを政府が公表
しないことを不服として全国統計委員会

（NSC）のモハナン委員長が辞任。
2 月 1 日 ▼ 2019/20年度予算案発表。選挙を
にらみ，農業部門と中間層に手厚い内容。
7 日 ▼インド準備銀行（RBI）は，景気鈍化

を懸念し，レポ・レートを6.50％から6.25％
へ引き下げ，金融政策のスタンスを「引き締
め」から「中立」に変更。
13日 ▼ 市民権改正法案，ムスリム女性（結

婚における権利の保護）法案，廃案。
14日 ▼ ジャンムー・カシミール（JK）州プ

ルワーマー県でパキスタンを根拠地とする
「ムハンマドの軍隊」（JeM）によるとみられ
る自爆テロで40人の中央保安警察隊隊員死亡。
インドは同国への最恵国待遇を無効化。
19日 ▼パキスタンの首相イムラン・ハーン

は，JK 州プルワーマー県での自爆攻撃に対
して，インドが懲罰的軍事行動をとるなら報
復するとインドに警告。
22日 ▼アッサム州ゴーラーガート，ジョル

ハート県で有毒化学薬品入りの地酒飲酒で労
働者など158人が死亡。

24日 ▼物品・サービス税（GST）評議会は建
設中の家屋に対する税率を12％から ₅ ％に引
き下げることなどを決定。 ₄ 月 1 日施行。
26日 ▼ インド軍，JK 州プルワーマー県で

のテロ攻撃の報復として，JeM の基地とみら
れるパキスタンのバーラーコートを空爆。

「非軍事的先制攻撃」作戦と説明。

▼ RBI，ドルスワップ（期間 ₃ 年）入札の実
施を通じて金融市場に約50億ドルを注入。レ
ポ・レートの変更が迅速に市中銀行の利子率
の変更に反映されることをねらう。
3 月 1 日 ▼パキスタンが撃墜したインド空軍
戦闘機パイロット，解放されインドに帰還。
19日 ▼ゴア州の新州首相プラモード・サワ

ント率いる BJP 連立政権就任。翌20日に州
議会の信任投票で勝利。
27日 ▼モディ首相，ミサイルによる人工衛

星破壊実験に成功と発表。
4 月 2 日 ▼ 株式指数 SENSEX は歴史的な最
高値39056を記録。外資流入と金利カットへ
の期待が背景に。

▼最高裁，早期是正措置（PCA）の不良債権
認定を強化した RBI の2018年 ₂ 月12日の稟
議書を無効に。
4 日 ▼ RBI はレポ・レートを6.25％から

6.0％へ引き下げ。
11日 ▼第17回連邦下院選挙の地域別第 1 段

階投票実施。これも含めて全部で ₇ 段階の投
票が実施される。
15日 ▼連邦政府，ナガランド国家社会主義

評議会の各派と停戦の 1 年延長を合意。
5 月 1 日 ▼国連安全保障理事会の小委員会，
パキスタンを根拠地とする JeM の指導者マ
スウード・アズハルをテロリストとして指定。
中国は反対せず。
2 日 ▼ 強力なサイクロンに備え，オディ

重要日誌 インド　2019年
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シャ州政府，110万人を避難させる。
23日 ▼第17次連邦下院選挙開票。BJP のモ

ディ首相率いる国民民主連合が大勝。同時期
に行われたアーンドラ・プラデーシュ（AP），
オディシャ，アルナーチャル・プラデーシュ

（ArP），シッキムの各州議会選挙も開票。そ
れぞれ青年・労働・農民会議派（YSR 会議
派），ビジュー・ジャナター・ダル（BJD），
BJP，シッキム革命戦線が勝利。
27日 ▼ シッキム革命戦線の P・S・タマン，

シッキム州首相に就任。
29日 ▼ BJD のナヴィーン・パトナイク，

オディシャ州首相に就任。

▼ BJP のペマ・カンドゥ，ArP 州首相に就
任。
30日 ▼モディ政権発足。大臣57人就任。

▼ YSR 会議派の Y・S・ジャーガン・モー
ハン・レッディー，AP 州首相に就任。
31日 ▼ 保 留 し て い た 労 働 力 サ ー ベ イ

（PLFS）を政府は変更を加えずそのまま公表。
2017/18年度の失業率は6.1％。
6 月 1 日 ▼アメリカ，インドに対する一般特
恵関税制度の適用を ₆ 月 ₅ 日に終了すること
を決定。自動車部品，化学薬品，食器などに
最大 ₇ ％の関税。
3 日 ▼ タミル・ナードゥ（TN）州，連邦政

府の国家教育政策草案でヒンディー語の義務
化に反対。ほかの非ヒンディー語州も反発。
6 日 ▼ RBI， レ ポ・ レ ー ト を6.0 ％ か ら

5.75％へ引き下げ，金融政策のスタンスを
「中立」から「緩和」へ変更。
7 日 ▼ RBI，最高裁に ₄ 月に無効とされた

不良債権処理スキームに代わるルールを公表。
不良債権の認定基準を緩和。
16日 ▼延期され続けてきたアメリカに対す

る報復関税を実施。対象は28品目。
26日 ▼インド，2021～2022年の ₂ 年間，国

連安全保障理事会の非常任理事国に選出。パ
キスタンと中国も動議を支持。
27日 ▼モディ首相，G20で大阪訪問中に安

倍首相と会談。
28日 ▼ JK 州の大統領統治， ₆ カ月延長。
7 月 3 日 ▼ラーフール・ガンディー会議派総
裁辞任。
4 日 ▼アメリカはインドによる報復関税28

品目について，WTO に協議を申請。
5 日 ▼ 第 ₂ 次モディ政権，2019/20年度連

邦予算を発表。財政規律を重視，財政支出は
抑制気味。保険仲介業など外資規制緩和。大
きな変更は，インフラのための海外での外貨
による政府借入を予定。
6 日 ▼カルナータカ州のジャナター・ダル

（世俗主義）（JD［S］）と会議派の連立政権与
党所属の議員12人が辞表を提出。これを受け
て内閣は ₈ 日に辞表を提出。
12日 ▼オーストラリア，インドによる糖業

保護関税につき正式にパネルを設置するよう
WTO に申請。
19日 ▼外貨準備が過去最高の4300億ドルに。

安定したルピー，原油の低価格が背景に。
22日 ▼月面探索ロケット，チャンドラヤー

ン ₂ 号打ち上げ成功。
23日 ▼カルナータカ州の JD（S）・会議派連

立政権，州議会の信任投票で敗れて退陣。
26日 ▼ カルナータカ州で BJP の B・S・

イェデュラッパ，州首相に就任。29日に州議
会で信任投票を乗り切る。
30日 ▼ RBI，対外商業借入（ECB）の規制を

緩和。
8 月 1日 ▼ ムスリム女性（結婚における権利
の保護）法成立。2018年 ₉ 月19日に遡って有効。
2 日 ▼ 政府，JK 州でテロリストの脅威を

理由として観光客およびアマルナート巡礼者
に州外に出るように指示。 ₄ 日から ₅ 日にか
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けて政党有力者などを拘束し，通信遮断。
5 日 ▼ アミット・シャー内務大臣，JK 州

に連邦のすべての法が適用となる大統領令発
表。憲法370条の無効化，同35A 条の廃止に
より JK 州の特別な自治権を無効化。同時に
JK 州を JK とラダックの ₂ つの連邦直轄領に
分割する JK 州再編成法案を提出。同法案は
₅ 日に上院， ₆ 日に下院を通過し ₉ 日成立。
6 日 ▼パキスタンのイムラン・ハーン首相，

JK 州の特別な自治権を剥奪するインドの決
定を非難。中国はインドの決定を批判すると
同時にパキスタンに自制を求める。
7 日 ▼ RBI はレポ・レートを5.75％から

5.40％へ引き下げ。
8 日 ▼金の価格，10グラム ₃ 万8470ルピー

の過去最高値。米中貿易摩擦などを背景に安
全資産志向。
10日 ▼ソニア・ガンディーが会議派の暫定

総裁に就任。
17日 ▼国連安全保障理事会，カシミール問

題でインドとパキスタンに自制要求。
18日 ▼インド保有のアメリカ国債が ₆ 月末

時点で1627億ドルに。過去 1 年では最高額
（日本が 1 位で1.1兆ドル，中国もほぼ同額。
インドは13位）。
22日 ▼ G ₇ 首脳会議に関連してフランス訪

問中のモディ首相，マクロン大統領と会談。
JK 州の特別自治を剥奪した決定に第 ₃ 者の
介入の余地はないことを説明。インドが購入
したラファール戦闘機が翌月から順次到着す
ることを確認。26日にトランプ米大統領と会
談，カシミール問題でアメリカの仲介を拒否。
23日 ▼財務省， ₇ 億ルピーを公共部門銀行，

₂ 億ルピーを住宅金融機関部門に注入。
26日 ▼ RBI，1.76兆ルピーの余剰金を政府

に納入することを決定。
31日 ▼ アッサム州で国民市民登録（NRC）

最終版の発表。約191万人が登録から漏れる
ことが判明。
9 月 4 日 ▼ RBI，10月 1 日から銀行のローン
の利子率と政策金利のリンクを義務付けるこ
とを決定。
7 日 ▼インドのチャンドラヤーン ₂ 号の月

着陸機，着陸に失敗。
20日 ▼政府，法人税のカットを決定。国内

企業は約35％から約25％に。
26日 ▼日本，インド，アメリカ海軍の海上

合同訓練マラバール，日本近海で行われる
（～10月 ₄ 日）。
28日 ▼シッキム州首相タマンは2016年に贈

賄で有罪判決を受け ₆ 年間立候補を禁止され
ていたが，選挙委員会は刑期を13カ月に短縮
する決定。
10月 4 日 ▼ビハール州ムザッファルナガルで
49人の著名人が増加するリンチについてモ
ディ首相に公開質問状。扇動罪に問われる。

▼ RBI，レポ・レートを5.40％から5.15％
へ引き下げ。2019年に入って ₅ 度目の引き下
げ。
5 日 ▼バングラデシュ首相シェイク・ハシ

ナ来訪。アッサム州の NRC，ロヒンギャ問
題などについてモディ首相と会談。
11日 ▼中国の習近平国家主席来訪（～12日）。

モディ首相との間で「非公式の首脳会談」。

▼インド自動車工業会（SIAM）によると，
₉ 月の乗用車販売も減少。11カ月連続の減少。
16日 ▼司法拘留中の元連邦財務大臣 P・チ

ダンバラン，税務調査局により逮捕。
24日 ▼マハーラーシュトラ州議会選挙開票。

BJP 後退，ナショナリスト会議派党（NCP）が
議席拡大。

▼ハリヤーナー州議会選挙開票，BJP 過半
数に届かず。27日に BJP の M・L・カッタル
が州首相，ジャンナーヤク人民党（JJP）のドゥ
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シヤント・チョウタラが副首相に就任。
▼最高裁，通信ライセンス料金の算定基準

に通信以外の関連事業収入も含めるとする政
府の主張を認める。通信各社は総計1.3兆ル
ピーの支払い義務が生じる。
29日 ▼ インド携帯電話事業者協会（COAI）

や通信各社，最高裁の判決を受け，2020年 ₄
月から ₂ 年間の猶予を政府に要請。
31日 ▼ JK 州が JK とラダックに正式に分

割されおのおの連邦直轄領に。
11月 1 日 ▼メルケル独首相来訪。カシミール
の人々に対する懸念を表明。
4 日 ▼バンコクでの東アジア地域包括的経

済連携（RCEP）首脳会合でモディ首相，交渉
からの離脱を表明。
6 日 ▼ SENSEX， 再 び 最 高 値 を 更 新。

40468.78。
9 日 ▼ ウッタル・プラデーシュ（UP）州の

アヨーディヤー土地所有訴訟に対して最高裁
判所の判決。ラーマ神の寺院建立のために設
立された信託団体が1992年に破壊されたモス
ク跡地2.77エーカーを管理する代わりにスリ
ムには ₅ エーカーの代替地が与えられる。
10日 ▼マハーラーシュトラ州で BJP，組閣

に失敗，知事はシヴ・セーナーに組閣を打診。
12日大統領統治下に（～23日）。
17日 ▼ スリランカの新大統領ゴタバヤ・

ラージャパクサ，デリー来訪。
24日 ▼ 中央政府，アッサム州の反政府グ

ループ，ボードーランド国民民主戦線の禁止
を ₅ 年間延長。
28日 ▼ マハーラーシュトラ州で NCP と会

議派の支持を受けてシヴ・セーナー総裁ウッ
ダヴ・ターカレーが新州首相に就任。
12月 3 日 ▼連邦直轄領ダマン・ディウとダド
ラ・ナガル・ハヴェリを合併する法案，国会
通過，大統領の裁可を受けて ₉ 日に公布。

4 日 ▼モディ内閣，市民権改正法案を提出。
5 日 ▼ RBI は政策金利を5.15％に据え置き。

スタンスは「緩和」を維持。インフレ率が高
まっていることが背景に。
6 日 ▼テーランガーナ州で女性獣医をレイ

プした ₄ 人の容疑者，警察に射殺される。
12日 ▼市民権改正法案，大統領の裁可得て

成立。各地で反対運動激化。バングラデシュ
の外務大臣と内務大臣，インド訪問取りやめ。

▼連邦議会，指定カースト・指定部族のた
めの留保制度の10年延長，アングロ・イン
ディアン ₂ 人を連邦下院に指名する制度をや
める憲法改正を可決。

▼11月の食糧価格インフレが10％を超える。
2013年12月以来。消費者物価指数（CPI）上昇
率は5.54％で，40カ月で最高率。
20日 ▼政府は特別経済区（SEZ）設立の土地

要件を緩和。最低面積を500ha から50ha に。
21日 ▼ UP 州で市民権改正法反対運動激化。

16人死亡。各地で反対運動拡大。
23日 ▼ ジャールカンド州議会選挙開票。

ジャールカンド解放戦線（JMM），会議派，
民族ジャナター・ダル（RJD）連合が快勝。
BJP 敗北。
27日 ▼ RBI，金融安定性リポートを公表。

不良債権率は2019年 ₉ 月に9.3％，2020年 ₉
月には9.9％と予測。また銀行の信用の伸び
は2019年 ₉ 月には8.7％で， ₃ 月の13.2％から
後退。
29日 ▼ジャールカンド州で JMM のヘマン

ト・ソーレーンが JMM，会議派，RJD の連
立政権の州首相に就任。
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　 1 　国家機構図（2019年12月末現在）
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　 2 　連邦政府主要人名簿
（2019年12月末現在）

大統領 Ram Nath Kovind
副大統領 Venkaiah Naidu
法務総裁 K. K. Venugopal

議会
上院議長 Venkaiah Naidu
下院議長 Om Birla

司法
最高裁長官 Sharad Arvind Bobde

国軍
陸軍参謀長 Manoj Mukund Naravane
海軍参謀長 Karambir Singh
空軍参謀長 Rakesh Kumar Singh Bhadauria
国防長官（2020年 1 月 1 日設立） Bipin Rawat

その他主要政府機関
中央捜査局長 Rishi Kumar Shukla
中央情報委員会委員長 Sudhir Bhargava
中央汚職取締委員会委員長 Sharad Kumar
会計検査院院長 Rajiv Mehrishi
選挙管理委員会委員長 Sunil Arora
国家少数派委員会委員長
 Syed Ghayorul Hasan Rizvi
国家指定カースト委員会委員長
 Ram Shankar Katheria
国家指定部族委員会委員長 Nand Kumar Sai
国家後進階級委員会委員長
 Bhagwan Lal Sahni
国家女性委員会委員長 Rekha Sharma
国家人権委員会委員長 H. L. Dattu
主席科学顧問官 Krishnasamy Vijay Raghavan
政策委員会委員長 Narendra Modi（首相）

通信規制委員会委員長 R. S. Sharma
第15次財政委員会委員長 Nand Kishore Singh
連邦人事委員会委員長 Arvind Saxena
インド固有番号制度機関委員長 空席
保険規制開発機関委員長
 Subhash Chandra Khuntia
国家災害管理機関委員長 Narendra Modi（首相）
科学産業研究評議会議長 Narendra Modi（首相）
医療審議会委員長 Jayshreeben Mehta
大学補助金委員会委員長 Dhirendra Pal Singh

　 3 　国民民主連合閣僚名簿
（2019年12月末現在）

首相，人事・苦情処理・年金，原子力，宇宙，
その他 Narendra Modi（BJP）

閣内（内閣）大臣
国防 Raj Nath Singh（BJP）
内務 Amit Shah（BJP）
陸上運輸・幹線道路，零細・中小企業
 Nitin Jairam Gadkari（BJP）
化学・肥料 D.V. Sadananda Gowda（BJP）
財務，企業問題 Nirmala Sitharaman（BJP）
消費者問題・食糧・公共配給
 Ramvilas Paswan（LJP）
農業・農民福祉，農村開発，パンチャーヤト
制度 Narendra Singh Tomar（BJP）
司法・公正，通信，エレクトロニクス・情報
技術 Ravi Shankar Prasad（BJP）
食品加工業 Harsimrat Kaur Badal（SAD）
社会正義・エンパワーメント
 Thaawar Chand Gehlot（BJP）
外務 Dr. Subrahmanyam Jaishankar（BJP）
人的資源開発 Ramesh Pokhriyal 'Nishank'（BJP）
部族問題 Arjun Munda
女性・児童開発，繊維 Smriti Zubin Irani（BJP）
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議会問題，重工業・公企業
 Arjun Ram Meghwal（BJP）
陸上運輸・幹線道路 V.K. Singh（BJP）
社会正義・エンパワーメント Krishan Pal（BJP）
消費者問題・食糧・公共配給
 Danve Raosaheb Dadarao（BJP）
内務 G. Kishan Reddy（BJP）
農業・農民福祉 Parshottam Rupala（BJP）
社会正義・エンパワーメント
 Ramdas Athawale（RPI ［A］）
農村開発 Sadhvi Niranjan Jyoti（BJP）
環境・森林・気候変動 Babul Supriyo（BJP）
畜産・酪農・漁業
 Sanjeev Kumar Balyan（BJP）
人的資源開発，通信，エレクトロニクス・情
報技術 Dhotre Sanjay Shamrao（BJP）
財務，企業問題 Anurag Singh Thakur（BJP）
鉄道 Angadi Suresh Channabasappa（BJP）
内務 Nityanand Rai（BJP）
水力，社会正義・エンパワーメント
 Rattan Lal Kataria（BJP）
外務，議会問題 V. Muraleedharan（BJP）
部族問題 Renuka Singh Saruta（BJP）
商工業 Som Parkash（BJP）
食品加工業 Rameswar Teli（BJP）
零細・中小企業，畜産・酪農・漁業
 Pratap Chandra Sarangi（BJP）
農業・農民福祉 Kailash Choudhary（BJP）
女性・児童開発
 Sushri Debasree Chaudhuri（BJP）

（注）　カッコ内政党名略号。BJP：インド人民
党，SAD：アカリー・ダル，LJP：人民の力
党，RPI（A）：インド共和党（アトヴァレ派）。

（出所）　政府発表の閣僚名簿 https://www.india.
gov.in/my-government/whos-who/council-
ministers）およびその他各省庁のウェブサイ
トなどから筆者作成。

保健・家族福祉，科学技術，地球科学
 Dr. Harsh Vardhan（BJP）
環境・森林・気候変動，情報・放送，重工
業・公企業 Prakash Javadekar（BJP）
鉄道，商工業 Piyush Goyal（BJP）
石油・天然ガス，鉄鋼
 Dharmendra Pradhan（BJP）
少数派問題 Mukhtar Abbas Naqvi（BJP）
議会問題，石炭，鉱業 Pralhad Joshi（BJP）
技能開発・企業家 Mahendra Nath Pandey（BJP）
畜産・酪農・漁業 Giriraj Singh（BJP）
水力 Gajendra Singh Shekhawat（BJP）

国務大臣（単独で主管）
労働・雇用 Santosh Kumar Gangwar（BJP）
統計・事業実施，計画 Rao Inderjit Singh（BJP）
アーユルベーダ・ヨガおよび伝統療法
 Shripad Yesso Naik（BJP）
北東地域開発 Dr. Jitendra Singh（BJP）
青年問題・スポーツ Kiren Rijiju（BJP）
文化，観光 Prahalad Singh Patel（BJP）
電力，新エネルギー・再生エネルギー
 Raj Kumar Singh（BJP）
住宅・都市問題，民間航空
 Hardeep Singh Puri（BJP）
船舶 Mansukh L. Mandaviya（BJP）

国務大臣
国防 Shripad Yesso Naik（BJP）
首相府，人事・苦情処理・年金，原子力，宇宙 
 Jitendra Singh（BJP）
少数派問題 Kiren Rijiju（BJP）
技能開発・企業家 Raj Kumar Singh（BJP）
商工業 Hardeep Singh Puri（BJP）
化学・肥料 Mansukh L. Mandaviya（BJP）
鉄鋼 Faggansingh Kulaste（BJP）
保健・家族福祉 Ashwini Kumar Choubey（BJP）
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　 1　基礎統計 
2014/15 2015/16 2016/17 2017/18 2018/19 2019/20

人 口（年度央値，100万人） 1,267 1,283 1,299 1,314 1,327 1,341
出 生 率（1000人当たり）1） 21.0 20.8 20.4 20.2 - -
食 糧 穀 物 生 産（100万トン） 252.0 251.5 275.1 285.0 285.2 292.03）

消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 5.9 4.9 4.5 3.6 3.4 4.14）

為 替 レ ー ト（ 1 ド ル = ル ピ ー）2） 61.15 65.46 67.09 64.45 69.68 70.38
（注）　 1 ）暦年。 ₂ ）年度平均値。2019/20は ₄ ～12月の平均値。 ₃ ）₂ 次予測値。 ₄ ）₄ ～12月の平均に

対する値。なお12月は暫定値。
（出所）　人口は Ministry of Statistics and Programme Implementation（MOSPI）, National Accounts Statistics 

2019，および Press Note on Second Advance Estimates of National Income 2019-20，出生率は Ministry of 
Finance, Economic Survey 2016-17, 2017-18, 2019-20，食糧穀物生産は Ministry of Agriculture and Farmers 
Welfare, Second Advance Estimate of Production of Foodgrain for 2018-19，消費者物価上昇率は Ministry 
of Finance, Economic Survey 2019-20，為替は RBI のウェブサイト・データより作成。

　 2　生産・物価指数
2014/15 2015/16 2016/17 2017/18 2018/19 2019/20

鉱 工 業 生 産 指 数（2011/12=100） 111.0 114.7 120.0 125.3 130.1 128.53）

農 業 生 産 指 数（2007/08=100） 124.0 120.8 132.8 139.4 136.54） -
卸 売 物 価 指 数（2011/12=100） 113.9 109.7 111.6 114.9 119.8 121.75）

消 費 者 物 価 指 数（2001=100）1） 250.8 265.0 275.9 284.4 299.9 319.56）

消 費 者 物 価 指 数（2012=100）2） 118.9 124.7 130.3 135.0 139.6 145.37）

（注）　 1 ）産業労働者についての総合指数。 ₂ ）都市部と農村部の統合指数。 ₃ ）₄ ～11月。11月は暫定
値。 ₄ ）暫定値。 ₅ ）₄ ～12月。11，12月は暫定値。 ₆ ）₄ ～11月。 ₇ ）₄ ～12月。12月は暫定値。

（出所）　鉱工業生産指数は Ministry of Finance, Economic Survey 2019-20 および MOSPI, Press Note on 
Quick Estimates of Index of Industrial Production and Usebased Index for the Month of November, 2019，農
業生産指数，卸売物価指数，消費者物価指数（産業労働者），消費者物価指数（総合指数）は Ministry of 
Finance, Economic Survey 2019-20 より作成。

　 3　支出別国民総所得（名目価格）� （単位：1,000万ルピー）
2014/15 2015/16 2016/171） 2017/182） 2018/193） 2019/204）

民 間 最 終 消 費 支 出 7,247,340 8,126,408 9,126,533 10,090,759 11,254,014 12,279,252
政 府 最 終 消 費 支 出 1,301,762 1,436,171 1,586,658 1,838,117 2,104,235 2,398,843
総 資 本 形 成 4,179,779 4,422,659 4,918,077 5,849,224 6,108,582 -

総 固 定 資 本 形 成 3,750,392 3,957,092 4,338,671 4,799,139 5,493,320 5,595,778
在 庫 変 動 312,698 262,477 138,083 251,062 320,076 339,252
貴 重 品 209,407 203,506 167,326 219,322 200,184 224,006

財貨・サービス輸出 2,863,636 2,728,647 2,948,772 3,211,521 3,766,294 3,804,197
財貨・サービス輸入 3,235,962 3,044,923 3,220,591 3,751,389 4,468,166 4,353,485
国 内 総 生 産（GDP） 12,467,959 13,771,874 15,391,669 17,098,304 18,971,237 20,384,759
海外からの純受取所得 -147,430 -159,779 -176,400 -184,813 -202,324 -
国 民 総 所 得（GNI） 12,320,529 13,612,095 15,215,269 16,913,491 18,768,912 20,163,263
（注）　 1 ）₃ 次改定値。 ₂ ）₂ 次改定値。 ₃ ）1 次改定値。 ₄ ）₂ 次予測値。
（出所）　MOSPI, National Accounts Statistics 2019, Press Note on First Revised Estimates of National Income, 

Consumption Expenditure, Saving and Capital Formation for 2018-19，および Press Note on Second Advance 
Estimates of National Income 2019-20 より作成。

　 4 　産業別国内総生産（実質：2011/12年度価格）5）� （単位：1,000万ルピー）
2014/15 2015/16 2016/171） 2017/182） 2018/193） 2019/204）

農 林 水 産 業 1,605,715 1,616,146 1,726,004 1,828,329 1,872,339 1,940,811
鉱 業 288,685 317,974 349,248 366,496 345,069 354,748
製 造 業 1,683,938 1,903,850 2,054,764 2,190,791 2,316,643 2,336,365
電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 な ど 214,047 224,158 246,496 274,104 296,560 310,275
建 設 業 835,229 865,335 916,445 962,009 1,020,314 1,050,533
卸売・小売業，宿泊・飲食サービス業 1,135,841 1,261,426 1,389,322 1,527,818 1,657,344 2,627,439運 輸 ・ 倉 庫 業 ， 通 信 業 671,848 731,399 757,056 782,042 830,705
金 融 ・ 保 険 業 627,255 672,788 695,983 729,265 763,576 2,989,960不 動 産 ， 専 門 サ ー ビ ス 業 1,446,460 1,621,999 1,796,983 1,879,751 2,023,280
公 務 ・ 国 防 543,853 565,106 614,238 675,821 737,893 1,824,473そ の 他 の サ ー ビ ス 659,262 711,691 781,744 857,988 939,405
国 内 総 生 産（GDP） 10,527,674 11,369,493 12,308,193 13,175,160 13,981,426 14,683,835
G D P 成 長 率 7.4 8.0 8.3 7.0 6.1 5.0
（注）　 1 ）₃ 次改定値。 ₂ ）₂ 次改定値。 ₃ ）1 次改定値。 ₄ ）₂ 次予測値。 ₅ ）基本価格表示の粗付加価

値（GVA）。
（出所）　MOSPI, National Accounts Statistics 2019, Press Note on First Revised Estimates of National 

Income,Consumption Expenditure, Saving and Capital Formation for 2018-19，および Press Note on Second 
Advance Estimates of National Income 2019-20 より作成。
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　 5　国際収支� （単位：100万ドル）
2014/15 2015/16 2016/17 2017/18 2018/191） 2019/202）

経 常 収 支 -26,859 -22,151 -14,417 -48,717 -57,256 -20,481
貿 易 収 支 -144,940 -130,079 -112,442 -160,036 -180,283 -84,294
サ ー ビ ス 収 支 76,529 69,676 68,345 77,562 81,941 40,474
所 得 収 支 -24,140 -24,375 -26,302 -28,681 -28,861 -14,721
移 転 収 支 65,692 62,627 55,983 62,438 69,946 37,938

資 本 移 転 等 ・ 金 融 収 支 89,286 41,128 36,447 91,390 54,403 39,930
直 接 投 資 31,251 36,021 35,612 30,286 30,712 21,248
証 券 投 資 42,205 -4,130 7,612 22,115 -618 7,319
そ の 他 投 資 15,830 9,237 -6,777 38,989 24,309 11,363

誤 差 脱 漏 -1,021 -1,073 -480 902 -486 -211
総 合 収 支 61,406 17,905 21,550 43,574 -3,339 19,102
外 貨 準 備 資 産 増 減（ 増 －， 減 ＋ ） -61,406 -17,905 -21,550 -43,574 3,339 -19,102
（注）　 1 ）暫定値。 ₂ ）₄ ～ ₉ 月の予測値。
（出所）　RBI, Handbook of Statistics on Indian Economy 2018-19，および RBI, Press Release（Development of 

India's Balance of Payments during the Second Quarter of 2019-20, 31/Dec/2019）より作成。

　 6　国・地域別貿易� （単位：100万ドル）
2017/18 2018/19 2019/20（4～12月）3）

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
ヨ ー ロ ッ パ 60,262 69,898 64,344 79,350 45,980 54,359

E U 53,598 47,873 57,172 58,425 40,725 38,282
欧 州 自 由 貿 易 連 合 加 盟 国1） 1,453 19,774 1,534 18,466 1,263 14,401
そ の 他 5,212 2,251 5,637 2,459 3,992 1,676

C I S 諸 国 3,007 12,876 3,467 9,443 3,095 8,446
ア ジ ア ・ A S E A N 149,630 279,667 161,209 318,755 112,383 223,556

A S E A N 34,204 47,134 37,474 59,321 24,312 42,408
北 東 ア ジ ア 39,468 118,353 41,979 122,426 30,121 89,748

中 国 13,334 76,381 16,752 70,320 13,057 51,912
日 本 4,734 10,973 4,862 12,773 3,501 9,603

南 ア ジ ア 23,101 3,203 25,349 4,363 16,492 2,759
そ の 他 52,858 110,977 56,407 132,645 41,457 88,641

ア フ リ カ 24,904 37,789 28,541 41,115 21,993 28,966
ア メ リ カ 62,779 55,993 68,840 65,189 52,822 46,369

北 米 54,167 35,270 59,099 44,642 45,286 34,033
ア メ リ カ 47,878 26,611 52,406 35,549 40,339 27,671

ラ テ ン ア メ リ カ 8,612 20,723 9,741 20,547 7,536 12,336
合 計2） 303,526 465,581 330,078 514,078 238,892 361,915
（注）　 1 ）アイスランド，ノルウェー，スイス，リヒテンシュタイン。 ₂ ）非特定地域（unspecified 

region）を含む。 ₃ ）暫定値。 
（出所）　Ministry of Commerce and Industry のウェブサイト・データより作成。

　 7　中央政府財政� （単位：1,000万ルピー）

2016/17 2017/18 2018/19 2019/20
（概算値）

2019/20
（改定値）

2020/21
（概算値）

歳入 （1）＝（2）＋（5） 1,975,194 2,141,975 2,315,113 2,786,349 2,698,552 3,042,230
経常歳入 （2）＝（3）＋（4） 1,374,203 1,435,233 1,552,916 1,962,761 1,850,101 2,020,926

税収 （3） 1,101,372 1,242,488 1,317,211 1,649,582 1,504,587 1,635,909
非税収 （4） 272,831 192,745 235,705 313,179 345,514 385,017

資本収入 （5）＝（6）+（7）＋（8） 600,991 706,742 762,197 823,588 848,451 1,021,304
貸付回収 （6） 17,630 15,633 18,052 14,828 16,605 14,967
その他収入 （7） 47,743 100,045 94,727 105,000 65,000 210,000
借入など （8） 535,618 591,064 649,418 703,760 766,846 796,337

歳出 （9）＝（10）＋（11） 1,975,194 2,141,975 2,315,113 2,786,349 2,698,552 3,042,230
経常支出 （10） 1,690,584 1,878,835 2,007,399 2,447,780 2,349,645 2,630,145
資本支出 （11） 284,610 263,140 307,714 338,569 348,907 412,085

財政収支 （12）＝（2）＋（6）＋（7）－（9） -535,618 -591,064 -649,418 -703,760 -766,846 -796,337
（出所）　Ministry of Finance, Union Budget 2018-19, 2019-20，および 2020-21 より作成。


